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SUMMARY

　本稿では、情報化が進展する中で日本経済の成長をリードすると期待されている「情報ネット

ワーク産業jの経済波及効果を明らかにするため、産業連関表を用いて雇用や付加価値の誘発効果

を計測し、1990年以降にこの産業群がどのように拡大し日本経済全体への影響力を高めているか

を分析した。その結果、ハードウエア、ソフトウユ：ア、情報サービス、通信サービスを含めた「情

報ネットワーク産業」が、「失われた10年」の闘に日本を代表する「自動車産業」を上回るほど

の影響力を持つ産業に拡大したことが明らかとなった。

1　はじめに

　本稿の目的は、情報化が進展する中で日本経済の成長をリードすると期待されている情報・通信関連産

業群、その中でも特に「情報ネットワーク産業」の経済波及効果を1990年から遡って計測し、それが全

産業の中でどのような規模と影響力を有するようになってきたかを明らかにすることである。

　2◎07年4月の経済財政諮問会議において「成長力加速プログラム」が議論され、6月に策定された

「経済財政改革の基本方針」（いわゆる骨太の方針2007）にその内容が盛り込まれるなど、このところ

「成長戦略」が経済政策の主要テーマになっている。「成長力加速プログラム」は、成長力底上げ戦略、

サービス革新戦略、成長可能性拡大戦略の3本柱からなり、いずれにおいてもIT（情報技術）が重要な

ファクターに位置づけられている。このため、ITを最も利用（需要）し、かつIT関連の財・サービスを

提供（供給）する「かなめ」の立場にある情報通信関連産業に関心が高まっている（1）。

　1990年前以降に見られた日本経済の長期にわたる停滞については、金融機能の低下による産業構造の

硬直化が一因と指摘されてきた（2）。例えば、2006年10月に開催された日本経済学会秋季大会では、本来

縮小すべき産業への「追い貸し」が続いた結果、新産業への資金供与に対するリスク許容度が低下し、産

業構造の新陳代謝が滞ったことが成長力を削いだとする議論が展開されている。

　こうした指摘は、大枠において的を射ていると考えられるものの、細かく見ると「失われた10年」の

間にも大きく成長した産業分野が存在することが見て取れる。その代表的なものが、インターネットや携
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帯電話の普及に象徴される「情報ネットワーク産業」である（3）。

　この産業の関連企業の多くは199◎年には全く存在しなかったか、ほんの小さな存在でしがなかったに

もかかわらず、現在では大きな産業群を形成している。実際、199◎年代中盤以降の携帯電話普及とその

インターネット対応によって、通信産業全体の規模は過去10年間で約2倍に拡大した。さらには、様々

なチャンネルを通じた産業連関により「情報ネットワーク産業」の急速な成長は、日本経済全体に大きな

影響を与えていると考えられる。そこで、以下では、産業連関表を用いた分析によって、雇用や付加価値

の誘発効果を計測し、この産業群がどのように拡大し日本経済全体への影響力を高めているかを明らかに

する。

2　産業連関分析の内容

2－1　対象となる産業の定義

本稿では、分析する産業群として、①インタフェースとしての端末機器（有線電気通信機械

〔3321011〕、携帯電話機〔3321021〕、無線電気通信機械〔3321031〕、その他の電気通信機器

〔3321099〕）、②価値の実態としての情報サービス（ソフトウェア業〔8512◎11）、情報提供・処理サービス

〔8512012〕）、③ネットワーク媒体としての通信サービス（固定電気通信〔7312011〕、移動電気通信

〔7312021〕、その他の電気通信〔7312031〕、その他の通信サービス〔7319099〕）をとりあげ、これらを

「情報ネットワーク産業jと定義する（4）。

　また、比較の対象として、日本の産業の中核と位置づけられることの多い「自動車産業」（乗用車

〔3511011〕、トラック・バス・その他の自動車〔3521011〕、二輪自動車〔3531011〕、自動車車体

〔3541◎11〕、自動車用内燃機関・同部分品〔3541◎21〕、自動車部品〔3541031〕）をとりあげ、「情報ネッ

トワーク産業」の相対的位置づけを行い、経済全体に対する影響力の大きさとその変遷を観察する〈5＞。

2－2　手法と利用データ

　「情報ネットワーク産業」と「自動車産業」を対象に、『接続産業連関表』、『簡易延長産業連関表』、『科

学技術研究調査』、『通信産業実態調査設備投資調査』、『法人企業統計』、『設備投資計画調査』などの基本

統計データを用いて、1990年、1995年、2◎◎0年、2◎04年の各年について、最終需要額と設備投資額を

求め、それぞれについて、生産誘発額、付加価値誘発額、雇用誘発数、R＆D誘発額を計測し、両産業の

経済波及効果の大きさとその変遷、相対的地位を分析する。

　具体的には、投入係数の行列をA（中間需要額／国内生産額）、最終需要の列べクトルをF、国内生産

額の列べクトルをX、輸入依存度（輸入額／国内需要額〉を対角要素とし非対角要素をゼロとする対角行

列をMとすれば、各産業の国内生産額は、次の（i）式のように表わされる。

X　＝　AX＋F－MAX

　＝　［1一一　M］AX＋F・・・…（i）

漁函α溜Rβ砺Wレ6Z43で勿0カ　3！



　（i＞式において、1は単位行列を示す。このとき、最終需要Fを国内最終需要Yと輸出Eにわける

（F＝［1－Ml　Y÷E，　II・一MIYは国産品に対する最終需要額を表している）場合くモデル）と両者を区劉しない場

合（モデル）とがある。この場合、臣醐Aは輸入品の投入比率が中問需要、最終需要を問わず、すべて

の部門について同一であると仮定した場合の国産品の投入係数を表している。

（i）式を変形すると、次式のようになる。

（1－A＋MA）X＝　［1一（1一　M）A］X－F

　　　　X＝　II一（1－M）A］一i　Fi・・…（ii）

　（ii＞式において、［1一（1－M＞A］’1はIL（1・一　M＞A｝の逆行列である。この逆行列によって、当該産業に対する最

終需要が1単位増加した場合の経済全体への生産波及の大きさ、すなわち生産誘発額が算出できる。

　さらに、この行列式をもとに、付加価値誘発額、雇用誘発数、R＆D誘発額を次のように計算できる。

すなわち、付加価値係数（付加価値額／国内生産額）を対角要素とし非対角要素をゼロとする対角行列を

∀、雇用係数（雇用者数［人］／国内生産額［百万円］）を対角要素とし非対角要素をゼロとする対角行

列をL、R＆D係数（R＆D額（6）／国内生産額）を対角要素とし非対角要素をゼロとする対角行列をRとし

て、次の方法で、（iii）付加価値誘発額（vA）、（iv）雇用誘発数（：LF）、（v）R＆D誘発額（RD）を算出する

ことができる（7＞。

付加価値誘発額：VA＝VX＝V　II一（1－M）A］一1：F　……（iii＞

雇用誘発数：：LF＝LX＝L［1一（1－M）A］一i：F
・i・”’
iiV）

R＆D誘発額：RD＝RX＝R［1一（1－M）Arl　F　　……（v）

3　産業連関分析の結果

　上記の産業連関分析の計測結果は図表1、図表2のとおりである。この計測結果から、次の5点が明ら

かとなった。第1に、「情報ネットワーク産業」の最終需要は、1990年には9兆円と「自動車産業」の4

割に過ぎなかったのに対して、2004年には26兆円と「自動車産業」の21兆円を上回る規模に拡大した

こと、第2に、「情報ネットワーク産業」の生産誘発額は2004年忌42兆円と「自動車産業jの59兆円

には及ばないものの、そこで生み出される付加価値は21兆円で「自動車産業」の17兆円を上回ること、

第3に、雇用誘発効果は1990年の91万人から2004年の203万人へと増加したこと（f自動車産業」は

2◎6万人から183万人へ減少）、第4に、r情報ネットワーク産業」の2◎04年の設備投資は5兆円（「自

動車産業」は3兆円）であり、これによる生産誘発額は9兆円（同5兆円）、雇用誘発効果は53万人

（同33万人〉に及ぶこと、第5に、「情報ネットワーク産業」のR＆D誘発効果は設備投資分と合わせて
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1．5兆円（同2．1兆円）に達することである。

　これら産業連関分析の結果で注目すべき点は、「情報ネットワーク産業」の雇用や付加価値誘発効果が

2000年を境に「自動車産業」を上回ったことであり、このことは「情報ネットワーク産業」が「失われ

た10年」の問に、成長を担う中核産業に躍り出たことを示している。こうした産業構造の変化に

e－Jaρ融戦略がうまくかみ合い、2◎◎0年代中盤には、モバイル、ブロードバンド、ユビキタスの領域で、

日本は世界の最前線に立つに至ったと考えられる。その意味で、「情報ネットワーク産業」は、「自動車産

業」と並ぶ有力な中核産業を形成しているものといえよう。

図表1　「情報ネットワーク産業」の経済波及効果

（10億円，千人）
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ゼご：
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送ﾞ粟忌 三二車産業 貸。a 262 237 32δ

（決）20（｝4年の設鵬投資額について、通信部門は樋艦薩業糞態調登設備投資調蓋馨、通信機械極極は窪法人企業統講、昨報サービス同門と自勲車部門｛ま搬薦投資離

　　醗講灘のデータを用いて挺讃した。また、脇窯ネットワーク産業」に倉まれる通儒機械の雀99＄離の設鑓投資額は、電子・通信機器の値をぎ平成逡無薩叢遼
　　聴講置定資本マトリクスのシェアで援分した。
鐵齎：総務省籍z成2－7一］2年接続産業蓬関裁、睡鐡鍛蕪産業連蘭麹、樋鑑産業実態講蓋設備撲糞謁灘、豫讃調蛮雲、山陵考麹懸詣魏、経済産業閃耀競浴
　　年難易延長産業連関表二期務省il法人企業亡霊忍摩生労働省腿罵生活基本調劃、　R本鼓策援：糞銀行憎憎投資一覧調査垂

図表2　R＆D誘発効果（2004年）

（10億円）
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4　おわりに

　以上、本稿では、情報化が進展する中で日本経済の成長をリードすると期待されている「情報ネット

ワーク産業」について、産業連関表を用いて雇用や付加価値の誘発効果を1990年に遡って計測し、この

産業群がどのような規模に拡大し、日本経済への影響力を高めているかを分析した。その結果、ハード

ウェア、ソフトウェア、情報サービス、通信サービスを含めた「情報ネットワーク産業」が「失われた

加盟〉（70m、紐吻〃「IZol．　43（2007｝　”



10年」の問に日本を代表する「自動車産業」に匹敵するか、それを上回る影響力を持つ産業に拡大した

ことが明らかとなった。

　ただし、本稿の分析は、2000年の産業連関表をベースにしており、その後の構造変化を充分に反映し

ていないこと、及び、今後重要性を増すと考えられるコンテンツや放送関連の産業群が対象から外れてい

ること、など課題が残されている。また、過去15年間に急拡大した携帯電話産業が、ここ数年は市場の

成熟により成長力が鈍化していることなど、本稿の分析を単純に延長するだけでは今後の展望はできな

い。これらの点は、今後の研究の課題として言及しておきたい。

（注）

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

（7）

f列えば総務省（2007）。

部門間の生産資源配分の硬直化が1990年代の生産性低下に影響していることを実証分析したものとして宮川（2003）、

また、次の日本経済学会での議論については市村英彦他編著（2007）を参照。

「情報ネットワーク産業」の定義については次節を参照。

これに放送や：ンテンツ系のサービスを加えることが望ましい。た：だし本稿の分析では、データの制約などにより、こ

れらについては対象から外した。

コード番号は『平成12年産業連関表』による。1990年と1995年の分析は『平成2－7－12年産業連関表』に基づいて

行った。『平成2一一7－12年産業連関表』では、固定電気通信、移動電気通信、その他の電気通信が1つの部門（電気通信

〔7312011〕）となっているが、他の部門はコード番号も含めて『平成12年産業連関表』と岡じである。なお、『平成12

年産業連関表』は399部門、『平成2－7－12年産業連関表』は397部門に正方化して分析を行っている。

総務省『科学技術研究調査』の社内使用研究費支出額。係数を算出する際に、『科学技術研究調査』の各部門に対して

産業連関表の複数の部門を対応させた。

2004年の計測は『平成12年産業連関表』に基づく（相対価格は2000年時点に合わせ、投入係数、付加価値係数、雇

用係数も2000年と同じであると仮定した。輸入係数は『平成16年簡易延長産業連関表』による）。2004年の最終需要

額のうち、国内最終需要額は『平成16年簡易延長産業連関表』の値（186部門）を『平成12年産業連関表』から推定

したシェアで399部門に按分した値を使用した。なお、按分に使用するシェアの妥当性を検証した結果、「電気通信」

については、総：務省『家計調査』『消費者物価指数：』厚生労働省『国民生活基本調査』の情報を用いて補正を行った。

輸出額は『平成16年簡易延長産業連関表』の基本分類を399部門に統合した値を使用した。
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